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住民のいのちと健康、福祉を守るために
社会保障施策の拡充を求める要望書
　貴職におかれましてはますます御清栄のことと存じます。住民に開かれた行政のために労を惜しまぬ御尽力に心から敬意を表します。
　さて、県民の雇用と暮らし、そして中小企業の営業をめぐる情勢は、大変厳しい状況が続いています。本年より、後期高齢者医療保険料の軽減措置の縮小が開始され、8月からは高額療養費・高額介護費の限度額の引き上げなどが実施されています。こうした中で、住民の立場に立って、国の社会保障抑制政策・国民負担増政策から、住民のいのちと暮らしを守る自治体の役割が問われています。
　私たちは、安心して暮らし続けられる地域づくりのためには、主人公である住民と住民の健康・生命・暮らしに責任をもつ自治体とが協力・共同して、その地域の特性を生かしたサービス・制度をつくりあげることが重要であると考えています。その立場から、私たちは、住民が笑顔で安心して暮らせるようにしていくために、そして、住民のいのちと健康、くらしを守るために、以下の事項の実現を要望するものです。
記
★「重点要望事項」（懇談はこの重点要望事項に絞って実施したい）
Ⅰ．子育て支援について
(1)「子どもの貧困対策推進法」および「子どもの貧困対策に対する大綱」を受け、ひとり親世帯等に対する自立支援計画を策定し、自立支援(教育・高等教育職業訓練)給付金事業、日常生活支援事業等を実施してください。
★ア）県に子どもの貧困実態調査（沖縄県や愛知県などが実施）を行うことを要望してください。市町としても独自に子どもの貧困率（等価可処分所得の中央値の50%以下の所得で暮らす相対的貧困の18歳未満の子どもの比率）を調査してください。
★イ)教育・学習支援への取り組みを行うとともに、児童・生徒の「居場所づくり」を自治体として実施してください。またＮＰＯなどで取り組まれている、「無料塾」や「こども食堂」のとりくみを支援してください。
(2)石川県子どもの医療費助成制度について、①助成対象年齢を中卒まで拡大すること②1000円の自己負担を廃止すること、③所得制限を廃止することを求める意見を上げてください。
★(3)小中学校の給食費を無料にしてください。当面、第二子以降の学校給食を無料にしてください。
(4)就学援助制度の改善
①就学援助の対象を生活保護基準額の少なくとも1.4倍以下の世帯までとしてください。生活保護基準引き下げにより現在の対象者が切り捨てとならないようにしてください。
②申請の受付は、学校だけでなく市町村の窓口でも受け付け、申請手続きに民生委員の証明が必要な場合はなくしてください。また、年度途中でも申請できることを周知徹底してください。
★③就学援助制度については、実態調査を行い、実態に見合った金額にするとともに、入学準備金の前倒し支給(2月3月中)を実施してください。要保護世帯の入学準備金と同額にしてください。
★④就学援助給付の学校給食については学校給食費の全額を給付してください。同時に「現物給付化」するようにしてください。
(5)児童福祉法第24条1項に基づき、保育を希望する児童には公的保育による保育実施義務を果たしてください。認定子ども園、保育所、地域型保育事業による小規模保育や家庭的保育等、施設形態の違いによって受ける保育に格差がないようにしてください。
★(6)第二子以降の保育料無料化の所得制限を市町単独事業で撤廃し完全無料化してください
★(7)保育環境や保育士の配置基準等を拡充してください。保育士の処遇改善を直ちに実施してください。どの時間帯においても、職員配置基準と労働基準法の両立が可能な人件費財源を確保できるよう、国に要請し、自治体としても独自補助を行ってください。
(8)子育て世代支援と自治体の活性化のために「新婚家賃補助」「子育て世代家賃補助」「ひとり親世帯」など多彩な家賃補助の制度化を図ってください。
Ⅱ．介護保険事業・予防事業・総合事業について
（1）介護保険料
①介護保険料について、低所得者に対する公費による軽減措置の実施を国に働きかけるとともに自治体独自で第１～第３所得段階の保険料の軽減を実施してください。年収１５３万以下の人の介護保険料を免除する独自減免制度を作ってください。
★②これ以上の介護保険料の引き上げは辞めるために、国に調整交付金を介護保険とは別枠にして国の負担を介護給付費の25%に引き上げることを要望するとともに、第７期介護保険料がこれ以上増えないような単独事業として必要な施策を講じてください。
(2)介護利用料・補足給付について
①介護サービス利用者の負担を軽減するため、低所得者について無料となるよう、自治体独自の利用料減免制度を創設・拡充をしてください。
②補足給付の見直しで介護保険施設の居住費・食費補助が対象外となった方であっても、支払い能力がない方に対しては措置制度を活用して救済してください。
（3）介護保険利用の際の手続き
★①介護保険利用の相談があった場合、これまでと同様に要介護認定申請の案内を行い、「基本チェックリスト」による振り分けを行わず、要介護認定申請を受け付けた上で、地域包括支援センターへつなぐようにしてください。総合事業では、先に「基本チェックリスト」ありきではなく個々の状況に応じた対応をしてください。
②ケアマネジメントについては、現行の予防給付と同様に居宅介護支援事業所への委託を可能とし、現行額以上の委託料を保障してください、（委託料を教えてください）。
（4）基盤整備について
①特別養護老人ホームや小規模多機能施設等、福祉系サービスを増やしてください。
★②国に対して特養ホーム入所基準を元に戻すよう要望してください。当面、特養ホームに要介護１・２の方が入所できる「特例入所」について、ア．市町単独事業で「特例入所理由に経済的な理由を追加することを実施し、入所希望者に対して「特例入所」を適用すること　イ．特例入所についての広報を徹底することを実施してください。
 (5)介護職員確保について
　介護職員の確保をすすめるための施策の実施をしてください。
★①介護人材の不足を解消するために、国に対して、国庫負担方式による処遇改善制度を要望してください。
★②介護職員を確保するために、適正な賃金・労働条件改善について、市町単独事業で財政的な支援を行ってください（処遇改善助成金制度、介護職員住居費助成､住宅確保助成、家賃補助制度など）。
（6）総合事業について
★①利用者のサービス選択権を保障し、総合事業の訪問型・通所型サービスについて、継続・新規に関わらずすべての要支援認定者が「介護予防訪問介護・介護予防通所介護」相当のサービスを利用できるようにしてください。
★②介護従事者の処遇を維持・改善し、事業者の経営を安定させるため、総合事業の訪問型・通所型サービスの単価については、従来の額を保障し、「出来高制」等による自治体独自の切り下げを行わないでください。
★③いわゆる「自立支援型地域ケア会議」など、介護サービスからの「卒業」を迫り、ケアマネジメントに対する統制を目的とした仕組みを作らないでください。
Ⅲ．高齢者医療・福祉の充実について
(1)後期高齢者及び国保の高額医療・高額介護合算療養費は、該当者に個別に申請書を送付してください。
★(2)後期高齢者医療制度の保険料滞納者に対し、生活実態を無視した保険料の徴収や差押えなどはしないでください。また保険証の取り上げ・資格証明書の発行をしないでください。短期保険証は、発行しないでください。
★(3)東京都日の出町、石川県川北町のように、75歳以上の高齢者医療費無料制度を実施してください。当面、後期高齢者医療対象者のうち住民税非課税世帯で限度額認定区分１（住民税非課税世帯・年金年80万円以下）の人の医療費負担を無料にしてください。
★(4)後期高齢者医療制度に加入しない65～74歳の障害がある人には障害者医療費助成制度を全額適用してください。
(5)配食サービスは、最低毎日1回は実施し、事業所助成額を増やし、利用者の自己負担額を大幅に引き下げてください。
(6)高齢者が地域でいきいきと生活するために、以下の施策を実施してください。
　①宅老所・街角サロンなど高齢者のたまり場事業への助成（家賃・光熱費助成など）を実施・拡充してください。
　②ひとり暮らし、高齢夫婦などへの安否確認や買い物、ゴミ出し（個別収集）、除雪など多様な生活支援の施策を充実してください。
　③高齢者や障害ある人などの外出支援のため地域巡回バスや福祉バスなどを増車・増便してください。高齢者や障害ある人には、バス利用料が無料になるパスポートを発行してください。
(7)川北町・中能都町のように、介護慰労金制度を創設してください。（川北町月5万円、中能登町月2万円）
★(8)政令指定都市国保・年金主管部課長会議は、国に対して「老齢基礎年金等の支給額等を改善されたい」と要望しましたが、同じ内容を国に要望してください。
Ⅳ．障害者控除認定制度について
★(1)介護認定者・家族に①障害者控除認定制度とはどのような制度か、②障害者控除認定制度の認定を受けると「所得125万円（65歳以上の場合、年金収入245万円まで）は住民税非課税となる」こと「住民税非課税となると医療や介護の負担が軽減されるケースが多くなる」ことを知らせてください。
★(2)かほく市・宝達志水町・羽咋市のように、貴自治体の基準に基づく「障害者控除対象該当者」に申請があったものとみなして「障害者控除認定書」を送付してください。
★(3)上記が実施できない場合でも、貴自治体の基準に基づく「障害者控除対象該当者」全員に、「制度のＱ＆Ａ」と「障害者控除対象者認定申請書」を送付してください。
Ⅴ．国民健康保険制度の改善について
１．保険料（税）について
(1)これまで以上に一般会計からの繰り入れを行い、保険料（税）の引き上げを行わず、減免制度を拡充し、払える保険料（税）に引き下げてください。
★(2)保険者支援金（国庫負担増額）を活用して国民健康保険料を引き下げてください。
★(3)18歳未満の子どもについては、均等割の対象としないでください。当面、一般会計による減免を実施してください。
★(4)国保料（税）の減免制度を拡充してください。具体的には、①障害世帯減免、②多人数世帯減免、③一人親世帯減免、④寡婦世帯減免、⑤高齢世帯減免、⑥低所得世帯減免（前年所得が生活保護基準額の1．3倍以下の世帯）等の減免制度を設けてください。
２．保険料（税）滞納者への対応について
(1)資格証明書の発行をやめてください。とりわけ、18歳年度末までの子どものいる世帯、母子家庭や障害ある人のいる世帯、病弱者のいる世帯には、絶対に発行しないでください。
(2)窓口で資格証明書が交付されている方が、医療を受ける必要が生じ、医療費の一時払い（10割負担）は困難であると申し出があった場合、国からの通知や先般示された見解を踏まえて、生活状況などを確認した上で、緊急的な対応として短期保険証を交付してください。
(3)滞納者に対し給付の制限（限度額認定・一部負担減免適用除外等）をしないでください。滞納があっても施行規則第1条「特別な事情」であることを申し出れば保険証を即時発行してください。
(4)保険料（税）を支払う意思があって分納している世帯には、正規の保険証を交付してください。
(5)保険料（税）を払いきれない加入者の生活実態の把握に努め、加入者の生活実態を無視した保険料（税）の徴収や差押えなど制裁行政をしないでください。また、無保険者の調査を実施してください。
３．一部負担金の減免制度について
　窓口負担が払えなくて必要な受診を減らしたり、受診を中断したりする人が増加しています。一部負担減免制度の抜本的な拡充で、必要な受診が確保されるようにしてください。
★①現在の一部負担減免要綱とは別に、低所得のみ（生保基準1.3倍以下所得世帯）を理由にした一部負担減免制度を創設してください。
★②手続き手順・必要書類など運用に必要な事務手続きを整備し「利用案内」を市内医療機関に送付すると共に、ケ－スワ－カ―、地域包括支援センタ－に周知してください。
★③一部負担減免制度について行政や医療機関の窓口にわかりやすい案内ポスター、チラシを置くなど周知してください。
★④厚生労働省は2010年9月13日付け通知で、（44条を適用するに当たっては）「保険料の滞納の有無に関わらず、一部負担金減免を行っていただきたい」と表明していることから、保険料の滞納の有無に関わらず、実施してください。
⑤公立病院で低額無料診療施設認定を進めてください。
４．国民健康保険運営協議会を全面公開とし、会議公開はもちろん資料提供、議事録作成などをした上でホームページでも公開してください。
５．来春実施される国民健康保険の都道府県財政運営化について
★①平成30年度から始まる国民健康保険都道府県化の準備状況を教えてください。住民の保険料はいつ頃決定するのか教えてください。
★②一般会計からの法定外繰り入れ、基金の積み崩し等で保険料を値上げはしないでください。
★③その他現段階で保険料の試算結果など公表できることがあれば情報提供ください
Ⅵ．障害がある人の施策の充実について
★(1)国民健康保険、健康保険、後期高齢者医療制度など医療保険の違いを超えて、65歳以上の障害がある人への心身障害者医療費助成制度は助成方法を、償還払いではなく、現物給付（64歳以下同様）に戻すために、県の補助要綱の改正を求める意見を上げてください。
★(2)通院精神医療費（自立支援医療制度）制度の患者自己負担を市町単独事業として助成してください。
(3)心身障害者医療費助成制度の市町単独助成分（65歳未満）の支給方法で『償還払い』となっている自治体は、現物給付に改善してください。
(4)七尾市では後退した心身障害者医療費助成制度を元に戻してください。
Ⅶ．生活相談総合窓口の設置について
★(1)住民の様々深刻な問題に対し、滋賀県野洲市のように「課の枠を超えて関係課等が連携し、問題を解決するための積極的な施策の推進及び生活再建の支援を図る」住民生活相談総合窓口の設置を実施してください。
Ⅷ．住宅リフォーム助成事業の実施について　　
　津幡町は、平成24年4月1日から住宅リフォーム助成事業を実施し、町民の方からと業者の方々双方から喜ばれました。住まいは、社会保障です。津幡町や羽咋市・内灘町等で実施している住宅リフォーム助成事業を実施してください。
Ⅸ．健診事業・健康づくり事業の推進について
★(1)住民健診・特定健診の受診率を抜本的に引き上げてください。
★(2)ガン検診の受診率を大幅に引き上げてください。
★(3)特定健診は国基準だけでなく、さらに充実させてください。70歳になると健診項目を減らすことは実施しないでください、費用は無料とするとともに住民が受診しやすいものとしてください。
(4)がん検診等の内容を充実させ特定健診と同時に受診できるようにし、費用は無料にしてください。
(5)歯周疾患検診については、年1回無料で受けられるようにしてください。少なくとも40・50・60・70歳の検診は必ず実施してください。
★(6)市や町の取り組みとして、健康作り運動を進めてください。そのために以下のことを実施してください。
　①市・町としてとして健康運動指導士等を採用し、専任配置をおこなってください。
　②健康づくりグループが健康づくりを実践する会場の確保への支援、会場費・光熱費への支援を実施してください。
　③健康づくりグループが健康づくりを実践する会場へのアクセス確保のためのガソリン代などへの支援を実施してください。
Ⅹ．予防接種について
(1)水痘（みずぼうそう）、流行性耳下腺炎（おたふくかぜ）、Ｂ型肝炎、ロタウィルスワクチンの任意予防接種に助成制度を設けてください。
★(2)高齢者用肺炎球菌ワクチンの定期接種を無料で受けられるようにしてください。
(3)妊娠を希望する夫婦及び妊婦の夫を対象とした風疹ワクチン接種は、無料で受けられるようにしてください。
ⅰ．地域医療構想について　（公的病院の存在する市町のみ）
　昨年、石川県地域医療構想が確定しました。新公的病院改革ガイドラインが通知され、公的病院から地域医療構想の具体化が進められる状況です。市・町では新ガイドラインに基づく病院ビジョン・病院改革プランづくりを進められていると思いますが、地域医療の確保や内容で心配や不安がありましたらお聞かせください。
ⅱ．生活保護について（市のみ）
(1)生活保護の相談・申請に当たっては、憲法第25条および生活保護法第1条・第2条に基づいて行い、申請書を渡さない、親族の扶養について問いただすなどして相談者・申請者を追い返す、違法な「水際作戦」を行わないでください。生活保護が必要な人には早急に支給してください。
(2)ケースワーカーなど専門職を含む正規職員を増やしてください。また担当者の研修を充実させ、就労支援や生活指導を個別に丁寧に行ってください。
(3)生活困窮者自立支援法に基づく「自立相談支援事業」は自治体直営で実施してください。また、生活保護が必要な人には受給手続きを紹介するなど、就労支援に偏らず生存権保障を重視してください。
★(4)冬季加算引下げへの独自補填、夏季の冷房費相当の独自手当など新設してください。
(5)埼玉県三郷市での裁判判決も踏まえ、申請権を保障すること。申請時に、違法な指導指示、実態を無視した就労指導の強要はしないこと。就労支援の一環として自治体で仕事を確保してください。また、枚方市自動車裁判判決をふまえ、生活および仕事で自立のために必要な場合は保有を認めることを「しおり」等に記載してください。
★(5)自治体で作成している生活保護の「しおり」は生活保護利用者の権利性を明記し制度をわかりやすく説明したものにしてください。「しおり」と申請書はカウンターなどに常時配架してください。
★(6)国民健康保険証なみの医療証を国でつくるよう要望してください、当面、休日、夜間等の福祉事務所の閉庁時や急病時に利用できる医療証を発行するようにしてください。
★(7)資産申告書の提出は強要しないでください。生活保護利用者に対し、厚生労働省の資産申告書に関する「通知」の趣旨を十分に説明してください。また、生活保護費のやり繰りによって生じた預貯金等については、使用目的が生活保護の趣旨目的に反しない場合は保有を認め、その保有は、生活保護利用者の生活基盤の回復に向け、柔軟に対応してください。


